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私たち電業社グループは、お客様やお取引先様、地域社会の皆様、従業員など、あらゆるステークホルダーの皆様と培ってきた
経営基盤を強みとして、「水と空気を通じて豊かな未来社会を創造する」というパーパスを実現します。
同時に、5つのマテリアリティを意識し、中期経営計画を着実に実践することで、企業価値の向上を図ります。
そして、現在から未来までを貫く基本的な姿勢として、「サステナビリティ基本方針」を位置づけています。

VALUE CREATION DMWの
価値創造

バリューチェーン

研究開発

マーケ
ティング

物流

保守

調達 製造・
加工

設計

納品・
施工
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HISTORY

2019

19201910創業 1915

1911 1919 1930 2017

2018

ラムダ21

2003
本社機能を
三島事業所へ移転

監査等委員会
設置会社に移行

2025
2025年度（令和7年度）
省エネ大賞（一般財団法人　
省エネルギーセンター主催）
の製品・ビジネスモデル部門　
電気需要最適化分野において、
最上位の「経済産業大臣賞」
を受賞

アルミ合金インペラ採用
多段ターボブロワ
（AM-Turbo®）が、
第38回（平成29年度）
優秀省エネルギー機器
表彰経済産業大臣賞
を受賞

2023
DMWインド社で
大型多段高圧ポンプの製造から
試運転までの一貫体制を構築

国内メーカーとして初めて商品化した
逆浸透膜法海水淡水化施設用
エネルギー回収装置（ERD）が、第37回
（平成28年度）優秀省エネルギー機器表彰
日本機械工業連合会会長賞を受賞

株式会社電業社
原動機製造所が
株式会社電業社
水車製造所を吸収、
合併

1955

ポンプの
製造を開始

株式会社電業社
水車製造所が出資し
株式会社電業社
原動機製造所を設立

個人経営であった電業社
水車部を法人組織に改め、
株式会社電業社水車
製造所を創立

中島平太郎氏の個人経営で
水力及び火力発電所土木工事
請負業を営業していた電業社に
水車部を設置（江戸川工場：
東京市小石川区関口水道町）

株式会社芝浦
製作所から大型水車
製造業務を承継

株式会社電業社原動機製造所が6,000万円を出資し、
株式会社電業社機械製作所を設立（上場は店頭銘柄となる）

株式会社電業社原動機製造所を水車・発電機部門とポンプ・
送風機・ディーゼル機関等の産業機械部門とに分割し、
前者を東京芝浦電気株式会社
（現在の株式会社東芝）、後者を当社が承継

ファン・ブロワの製造を開始

小型・軽量化コスト縮減 高性能・
高機能化 長寿命化 信頼性向上 維持管理性

向上省エネルギー 環境負荷
低減DMWの技術力が生み出す価値

人々の生活に欠かせない水と空気。私たち電業社機械製作所は、1910年の
創業以来、技術力とお客様第一の精神を礎に、社会インフラを支え、人々の暮
らしを災害から守るための機械を115年以上にわたり作り続けてきました。お
客様と育んできた絆と信頼関係を背景に、数多くのご縁と学びを重ねながら、

求められる性能・機能を満たすために一品一葉の製品づくりを貫いています。
高品質であること、高いパフォーマンスが数十年にわたり続くこと。持ちうる最
高の技術と情熱で、豊かな今日を創り、未来の社会へとバトンをつなぐこと。そ
れが、私たちの譲れないプライドです。DMWのあゆみ

TO
PIC

広島大学工学部より寄贈されたペルトン水車を展示

電力事業に注力し、街を明るく、
人々の暮らしを豊かにしてきました。

明治─昭和初期
上水道整備に注力し、人々に

安定した生活を提供してきました。

昭和初期─ 昭和中期─
河川水害から人 を々守る安全対策に注力し、
またエネルギー開発事業に参加し
石油の安定供給に貢献してきました。

平成─令和
社会インフラの複雑化や高まる防災ニーズ、

環境負荷低減へのニーズに応え、
さらなる技術の高度化に取り組んでいます。

広島大学工学部より寄贈されたぺルトン水車を三島事業所に展示しまし
た。本水車は1921年に広島高等工業学校（現・広島大学）向けに納入さ
れ、1945年まで使用されました。その後、長年にわたり同大学に展示されて
いましたが、2026年4月より当社にて展示しています。

AM-Turbo®

2014
海外現地法人DMW Corporation 
India Private Limitedを設立

DeROs-E®
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受注高（億円）

社会情勢や産業構造の変化、不透明な市場環境̶こうした外部環境の変化に対応しながら持続的に成長できる強靭な企業体質
を築くため、当社は「長期的に目指す姿」として、技術力とお客様からの信頼という強みを発揮しながら、風水力機械で世界の顧客
課題に応える“ソリューションリーダー”となることを掲げています。DMW中期経営計画2028の期間は、この長期的に目指す姿の実
現に向けた基盤確立フェーズと位置づけ、持続的成長を支える収益基盤の強化に注力します。計画では6つの最重要課題を設定
し、中長期的な企業価値の向上につながる強固な成長基盤の構築を進めていきます。

STRATEGY DMW中期経営計画2028

主な経営指標の推移（連結）

271
241 234

293
267 269 270

300

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度
（予想）

2028年度
（目標）

DMWインド社をグローバル拠点として、オイル＆ガス等の顧客対
応力を強化。生産連携と戦略的パートナー拡充により、インド・中
東・アフリカへの供給を拡大します。新製品DeROs-E®は計画生
産体制を確立し、専用工場新設も視野に早期事業化を推進。将
来的に売上高の10％程度を確保し、安定収益基盤を構築します。

2つの成長ドライバー

DeROs-E®を
新たな収益の柱として

育成

DMWインド社を
グローバル拠点とした

海外展開

長期的に目指す姿

風水力機械で世界の顧客課題に応える

ソリューションリーダー

大型案件の受注、これまでの納入実績が
活きるP&M（パーツ供給＆メンテナンス）
ビジネスへの注力により業績は好調

Powering Passion
“ソリューションリーダー”に向けた
基盤確立フェーズとして、既存事業の
高度化や新規事業の創出、供給能力・
生産性・人材力・デジタル基盤の強化を推進

Powering Passion 2.0

DMW中期経営計画2028中期経営計画2025中期経営計画2022

実績と数値目標
（連結） 受注高

海外受注比率

営業利益

営業利益率

ROE

配当性向

269億円

12.5%

34億円

12.4%

8.9%

33.3%

300億円
25%
35億円
12%
9%

30%以上

267億円

18.5%

32億円

11.5%

9.0%

30.3%

293億円

20.1%

22億円

9.5%

7.0%

30.9%

2025年度実績 2028年度目標2024年度実績2023年度実績

1 既存事業領域の収益力強化
2 新規事業領域の拡大
3 経営資源の最適活用による生産性の向上
4 DX基盤の強化による業務効率化
5 人財力の向上に向けた人的資本経営の拡充
6 企業価値の向上に向けたESG経営の推進

持続的成長を支える収益基盤の強化
6つの
最重要課題

DMW中期経営計画2028 基本方針
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2030年度 目標値2030年度 目標値 2025年度 実績

46％削減

重要なリスク
●再生可能エネルギー（再エネ）調達による
  コスト上昇
●太陽光発電設備の投資金額
●工場からの振動、騒音や油等の排出による
  信頼度の低下

機会
●ブランドイメージの向上
●炭素税の導入等の潜在的な事業リスクの低下
●顧客ニーズ対応による顧客からの信頼度向上
●環境法遵守による高評価

▶再エネを積極的に利用します。
▶省エネと廃棄物排出量の削減に取り組みます。
▶揮発性有機化合物の代替化合物の
   利用を促進します。
▶工場の環境負荷軽減設備の導入を促進します。

温室効果ガス排出量
削減率（2013年度比）

32％削減
事業活動に伴う
環境負荷の低減
▶P.17

事業活動に伴う
環境負荷の低減
▶P.17

事業活動に伴う
環境負荷の低減
▶P.17

47億円

90％

11億円

78億円／27％

3％以下 3.8％
（モニタリング指標）

20％以上
15％以上

60人
度数率0、強度率0

100％

2億円

100％

（モニタリング指標）

重要なリスク
●原材料・エネルギー価格の高騰
●デジタル化等の技術革新対応への遅れ
●研究開発費用などの増加
●官需の減少
●品質低下による顧客満足度の低下
●納品スケジュールに遅延、継続的な供給
  体制が出来ない場合の顧客満足度低下

機会
●脱炭素への移行・エネルギー価格の
  変動による高効率製品のニーズ増大
●顧客からの信頼度の向上による差別化・
  高付加価値化・競争力向上
●新たな市場確保・人材確保による成長機会の獲得
●安心・安全の確保を通じた信頼性の確立・競争力の強化
●メンテナンス等を通じたP&M
  （パーツ供給&メンテナンス）ビジネスの拡大

ものづくりを
通じた
顧客課題の解決
▶P.20

ものづくりを
通じた
顧客課題の解決
▶P.20

ものづくりを
通じた
顧客課題の解決
▶P.20

▶エネルギー高効率製品の開発に注力します。
▶高付加価値（小型・軽量・長寿命）の
   製品開発に取り組みます。
▶顧客満足度を高める施策
  （品質の維持・向上）を強化します。
▶メンテナンス体制の構築・強化に取り組みます。

1 16億円

2 顧客満足度 86.8％

重要なリスク
●先行投資負担
●新事業領域における競争激化（価格・機能等）
●新事業領域において
  市場拡大が想定を下回るリスク

機会
●水セキュリティ関連の事業機会
●クリーンテックによる事業機会・販売網の確立
●P&M（パーツ供給&メンテナンス）
  ビジネス等、新たなビジネスモデルの確立

事業領域の拡大
▶P.23
事業領域の拡大
▶P.23
事業領域の拡大
▶P.23

▶エネルギー回収装置の展開に取り組みます。
▶クリーンテック関連事業へ着手します。

新事業領域（水素、
アンモニア、小水力）の
受注高

2 海外事業受注高／比率 33億円／12.5％

重要なリスク 機会

人的資本の充実
▶P.26
人的資本の充実
▶P.26
人的資本の充実
▶P.26

▶ダイバーシティ経営を推進します 
  （女性、外国人等）。
▶健康経営の実践に注力します。

1 離職率
2 人的資本投資額 99,622円
3 採用者女性比率 8.6％
4 係長級に占める女性比率 10.7％
5 外国人社員数
6 労働災害度数率・強度率 度数率0、強度率0

重要なリスク
●下記への対応不足による企業価値の毀損
●拡大するコーポレートガバナンス・コード
●高度化するリスクマネジメント
●グローバル視点でのハラスメントや贈収賄等
  の汚職防止
●取引関係継続における要請事項の増加
●環境や人権問題などサプライチェーンに
  おける潜在的リスクの懸念

機会
●組織統治の強化と公正な事業慣行の
  実践による企業価値の最大化
●コンプライアンス・リスクマネジメントの
  徹底による安定的な事業運営
●取引先との更なる信頼関係強化
●サプライチェーン全体を通じた環境・社会に
  配慮した調達による高付加価値製品の拡大

ガバナンス体制
の充実
▶P.30

ガバナンス体制
の充実
▶P.30

ガバナンス体制
の充実
▶P.30

▶コーポレート・ガバナンスの強化に取り組みます。
▶リスク・コンプライアンス委員会を通じて、
  リスク低減施策を推進します。
▶コンプライアンス／リスクマネジメント／
   汚職防止・セキュリティ関連研修を徹底します。
▶サステナビリティ調達を実施します。

1 100％

2

1

取引先に対する
サステナビリティ調達方針
賛同率

88.2％

●人的資本への投資の拡充に伴うブランド力の向上
●人材の多様性・グローバル化の確保による
  競争力の強化

●国内少子高齢化に伴う労働力の確保の難化
●デジタル化対応等のイノベーションに向けた
  人的資本への投資の要請拡大

環境配慮型
製品受注高

コンプライアンス
研修受講率

当社グループは、事業活動を通じて持続可能な社会の実現に貢献するとともに、
持続的な企業価値の向上を目指すため、以下5つのマテリアリティを定め、その解決に向けた施策に取り組んでいます。MATERIALITY マテリアリティ

（重要課題）
事業環境分析 当社の取組 指標マテリアリティ
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人的資本経営とガバナンス体制を強化し
サステナブルな成長を実現していきます

取締役 上席執行役員 管理本部長 
サステナビリティ推進室・関係会社統括

山田 一弘

サステナビリティの実装を通して、
レジリエントな企業基盤の構築に貢献します

　企業経営におけるサステナビリティは、環境対応にとどまらず、人的資本の充実、ガバナンスの高度
化、事業基盤の強靭化を包含する、企業の持続的成長を支える中核的課題です。サステナビリティに
関するマテリアリティは、当社が中長期的に目指すべき方向性を示すものであり、中期経営計画はそ
の実現に向けた具体的な実行計画です。サステナビリティと中期経営計画は別個のものではなく、企
業価値向上に向けて一体として推進すべき経営の両輪と考えています。
　中期経営計画2025では、開示の拡充や社内基盤の整備を進め、サステナビリティ経営の土台を築
いてきました。今回のDMW中期経営計画2028では、DX基盤の強化、人的資本の拡充など、サステ

ナビリティに直結する施策が数多く位置付けられており、経営の中核としての重要性が一層高まっています。今後はこれらの施策を現場業
務と確実に結び付け、従業員一人ひとりの行動変容につなげていくことが重要です。サステナビリティ推進室として、全社横断の連携を主
導し、各部門の取組を後押しするとともに、経営戦略と現場実践をつなぐ推進役としての責任を果たしていきます。サステナビリティを従業
員の日々の行動に根付かせ、変化に強く、社会から信頼され続けるレジリエントな企業基盤の構築に、全力で貢献してまいります。

執行役員 管理本部IT統括 兼
サステナビリティ推進室長

長尾 裕治

　電業社は「水と空気を通じて豊かな未来社会を創造する」というパーパスを掲げ、116年にわたっ
て事業を継続してきました。このパーパスを体現するのは従業員一人ひとりです。当社の持続的な成
長のための基盤は人的資本経営の強化であり、これを最も重要な課題の一つと考えています。
　2026年度からスタートしたDMW中期経営計画2028では6つの最重要課題を掲げており、それら
の課題解決を推進するカギとなるのは、従業員一人ひとりが120%の力を発揮できる環境づくりで
す。今後も従業員がいきいきと活躍できる環境づくりとともに、人的資本の強化を進めていきます。
当社の今後の飛躍のためには、会社をけん引するガバナンス体制の強化も欠かせません。VUCAの時
代、経営環境が日々変化する中でも柔軟に対応できる企業となるべく、ガバナンスを軸とした企業改革を推進していきます。
　サステナビリティの推進には、KPIに基づく定量的な取組と、文化の醸成といった定性的な取組の両面が必要です。定量面は定点観測
を続けながら改善・強化を図り、定性面は経営層と各職場が議論を重ね、従業員一人ひとりの理解を深めていきます。

サステナビリティ
委員長メッセージ

推進担当役員
メッセージ

●ステークホルダー、ESG観点や自社の
  存在意義、自社の提供価値等に
  ついて議論を重ね、段階的に絞り込む
●評価結果における妥当性確認を、
  経営層へ上程、承認

ディスカッション・
特定・マッピング

STEP 4

社
会
的
な
重
要
性

重視する価値観

マテリアリティマップイメージ

マテリアリティ
特定プロセス

重要課題の洗い出し

STEP 1
●重要課題候補となるテーマの洗い出し

整理・分類・分析

STEP 2
●整理、分類
●国際フレームワークとの比較・対照に
  基づいた分析

評 価

STEP 3
●「社会的な重要性」「重視する価値観」
  「自社の強み」の3つの評価軸に
  基づいて重要課題の候補を評価
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SPECIAL
     FEATURE

電業社は2025年で創業115周年を迎えました。100年
企業が多いとされる日本ですが、ここにきて、企業の在り
方や考え方に柔軟性や多様性が求められています。それ
でも私たちが語り継いでいかなければならないこと、守り
抜いてほしいことが電業社にはあります。各部門から総勢
11名の皆さんに集まっていただき、今だからこそ次世代に
伝えたい「電業社らしさ」についてお話しいただきました。

（座談会は、2025年9月12日に実施しました）

創業115周年記念企画座談会

“電業社らしさ”を
次世代につなごう
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皆さん、本日はお集まりいただきありがとうございま
す。普段なかなか直接お会いする機会の少ないメ
ンバーの方もいらっしゃるかと思います。せっかく
の機会ですので良いコミュニケーションの場として
ください。それでは早速ですが、皆さんにとって「働
きやすさ」「働きがい」とは何かをお聞きしたいと思
います。

私は電業社で働いて 27年になります。現場代理
人を経て現在は三島事業所で工事見積と発注業
務を担当しています。当社の働きやすさは何と言っ
ても「人とのつながり」です。従業員数 600人程度
という規模なので、いろいろな方ともコミュニケー
ションを取りやすいのが居心地良いというか…。
会社にはルールや就業規則がありますが、これま
で働きにくいと感じたことはありません。

中規模の会社ですので、非常に距離が近いと感じ
ています。もともと人と接するのが得意ではないの
ですが、この距離感だからこそこれまでやってこら
れたのだと思います。研究という仕事は、一つのこ
とに集中すると周りとの関わりが希薄になりがちな
のですが、当社は製造から現地据付工事、試運転
まで一貫して対応しており、たくさんの人が関わっ
て仕事が完結します。それを肌で感じられるところ
にやりがいを感じます。

私は主たる事業には直接的な関わりがないのです
が、システム運用という側面から皆さんをサポート
しています。一番の働きがいは裁量をもってやらせ
てもらえるということです。そして仕事を限定される

柚木
プラント統括／

執行役員

髙橋
施工管理

片山
研究開発

深瀨
IT・システム

生産本部 プラント工事統括
兼 システム設計部長 執行役員

柚木 孝洋

プラント工事部
施工管理課 主事補

髙橋 裕気

民需技術室
ERD技術課 担当課長

工藤 昇太

生産部
組立運転課 班長

佐藤 秋

グローバル機器営業部
グローバル営業 2課 主任

岩田 直

生産部
生産企画課 主任

天野 沙織

大阪支店
社会システム営業課 主任

永井 達也

情報統括室
情報統括課 主任

深瀨 秀明

技術研究所
研究開発課 主事補

片山 景市

総務部
総務課（医務室） 主任

堀内 あすか
（注）所属・肩書は 2026年
9月時点のものです。

気体機械設計部
ファン・ブロワ課 主事補

富田 雅俊

電業社での「働きやすさ」「やりがい」テーマ
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環境管理責任者

環境管理統括者

環境管理委員会

建設工事現場
（据付工事）

環境管理事務局
内部環境監査員

関連事業所
（営業活動）

三島事業所
（生産活動）

D

B-

C

B-

項目 2024年度 2025年度

気候変動

水セキュリティ

組織体制
　CDP（Carbon Disclosure Project）
は、2000年に英国で設立された国際的な
環境非営利団体（NGO）で、企業や自治体
に対して、気候変動等に関する情報開示を
促しています。CDPが集めた情報は、世界
中の投資家や政策決定者の意思決定に活
用されています。
　2025年度は、8段階評価（A～D-）のうち、「水セキュリティ」分野で
「B-」、「気候変動」分野で「C」の評価を受けました。「B-」はマネジメン
トレベル、「C」は認識レベルに位置づけられています。気候変動分野
では、前年度の「D」から「C」へ評価が２段階向上しました。

CDPを通じた環境情報開示の推進

環境方針

関連するSDGs

アクションテーマ一覧
▶ 再エネの積極的な利用
▶省エネ・廃棄物排出量の削減
▶ 揮発性有機化合物の
　 代替化合物の利用
▶工場の環境負荷軽減設備の
　 導入促進

1 地球資源の有限性を認識し、ライフサイクルを考慮した製品づくりと5R（REUSE、
REPAIR、REDUCE、RECYCLE、REFUSE）に取り組みます。

2 環境汚染の予防に努めるとともに、サプライチェーンも含めてエネルギー使用の効率化
を推進し、温室効果ガスの排出抑制に取り組みます。

3 当社の環境側面に関連する法的要求事項及び当社が同意したその他の要求事項を順守
します。

4 全社及び部門ごとに環境目標を設定するとともに、定期的に進捗状況を確認し、目標の
達成に向けて取り組みます。

5 環境パフォーマンスを向上させるため、環境マネジメントシステムの継続的改善を図ります。
6 自然環境の保全を重要課題と認識し、事業活動及び社員の自発的活動を通じて自然環
境の保全に貢献します。

7 ステークホルダーとのコミュニケーションを図り、地域社会との共存・共栄に努めます。

事業活動に伴う
環境負荷の低減

MATERIALITY 1

電業社は、風水力機械メーカーとして長
い歴史と豊かな経験で培った技術を駆
使して､ポンプ､送風機､バルブ、環境関連
装置、監視操作制御機器等を製造・販売
しています。
当社のパーパス「水と空気を通じて豊か
な未来社会を創造する」に基づき、事業
活動、製品及びサービスが環境に与える
影響や当社が環境から受ける影響を的
確に捉え､持続可能な社会の実現に貢献
します。

　環境側面を適切に管理し、環境保全活動を実効性のあるものにす
るため、環境管理統括者を最高責任者とする環境マネジメントシステ
ム（EMS）組織体制を整備し、全社的にEMS活動を推進しています。
EMS組織体制のもと、東京本社、支店、営業所では、省エネ技術・省エ
ネ製品の顧客への提案と販売を主体とした営業活動を推進するとと
もに環境負荷低減に取り組んでいます。2025年度は7月にEMSの外
部更新監査を受け、問題なく認証を更新しました。

EMS組織体制
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ものづくりを
通じた顧客課題
の解決

MATERIALITY 2

電業社の製品は、上下水道施設や発電プ
ラントなど国内外の様々な社会インフラ
施設で活躍しています。
脱炭素や生産性向上などを求める社会
情勢に応じて、お客様からのニーズは常
に変化していますが、それら一つひとつに
柔軟・迅速に対応できることは、当社の強
みの一つです。
これからもお客様の声に誠心誠意耳を
傾け、ものづくりを通じて豊かな未来社
会の実現に貢献します。

基本的な考え方

アクションテーマ一覧
▶エネルギー高効率の製品開発
▶高付加価値の製品開発
▶ 顧客満足度を高める施策（品質の維持・向上）
▶メンテナンス体制の構築・強化

電業社グループは、創業の精神である「技術創生」の考えに基づき、お客様の課題を解決するためのイノベーションと製品開発を行い、サ
ステナブルな製品を世の中に提供していくことで豊かな未来社会の実現に貢献していきます。

関連するSDGs

ポンプの高効率化への取組
　当社のポンプは、社会インフラを支える上下水道設備などに
数多く採用されており、長時間にわたり連続運転されるものも
少なくありません。こうした設備では、消費電力に占めるポンプ
動力の割合が大きいことから、電力コストの増加や、電力使用
に伴う温室効果ガス排出量の増加が課題となっています。
　当社は設計の見直しや、数値解析等を通してポンプの高効率
化に継続的に取り組んでいます。今後も設備全体のエネルギー
使用量を削減し、お
客様の維持管理コス
トの低減や温室効果
ガス排出の削減に貢
献します。

AM-Turbo®の高効率化への取組

ポンプの流れ解析シミュレーション

　当社の主力製品であるアルミ合金インペラ採用多段ターボブロワ
（AM-Turbo®）は、従来の多段ターボブロワと比較して回転体の質量を大幅
に削減した高効率型のブロワで、主に国内の下水処理場向けばっ気ブロワと
して多く活躍しています。回転体を軽量化したことで、回転体を支持する軸
受には従来の「すべり軸受」に代わり「ころがり軸受」を採用しています。
「すべり軸受」で必要としていた強制給油装置及び冷却設備をなくすことが
でき、納入先のお客様設備における補機動力や維持管理コストを削減でき
ます。
　AM-Turbo®は2011年度に初号機を
納入して以来、累計出荷台数はこれまで
国内・海外含め100台を超え、世界各地
でCO2削減に寄与しています。現在、
CFD（流体解析）をはじめとする最新の
解析技術の活用や、外部機関との連携
によって、AM-Turbo®のさらなる高効率
化に挑戦しています。

AM-Turbo®
第38回（平成29年度）優秀省エネルギー

機器経済産業大臣賞受賞

アクション
テーマ エネルギー高効率の製品開発 KPIA

CT
IO

N!

環境配慮型
製品受注高

2024年 実績
20億円

2025年 実績
16億円

2030年 目標
47億円
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事業領域の
拡大

MATERIALITY 3

電業社は、独自の技術を駆使してより良
い製品を創り、イノベーションを通じて社
会に安全で有用な製品及びサービスを提
供していきます。

海外事業領域の拡大

KPI
海外事業
受注高/比率

2024年 実績
49億円／18.5%

2025年 実績
33億円／12.5%

2030年 目標
78億円／27%

海外製造拠点（DMWインド社）との連携
海外営業力の強化
　当社はグローバルな視点での持続可能な成長を目指し、インド・中
東・東南アジア地域を中心に海外営業力の強化を図っています。イン
ドネシアで展示会に出展するなど、各地でプロモーション活動を積極
的に展開しています。2026年4月には、タイ市場の開拓を強化する目
的で、バンコク駐在員事務所を開設しました。DMWインド社との技
術連携を含むネットワークの強化を図り、現地企業との連携を進めて
います。これらの取組を当社の持続的な成長につなげるとともに、将
来的には現地の技術力向上や雇用創出にも貢献し、持続可能な社会
インフラの発展に寄与することを目指しています。

　オイル＆ガス市場の堅調な拡大と環境負荷低減を目的とした既存プ
ラントの改築・更新需要の高まりを背景に、DMWインド社をグローバ
ル拠点として生産能力増強や海外営業力の強化に取り組んでいます。
海外の顧客課題への対応力を向上させ、東南アジア・中東・アフリカを
含む海外市場への供給拡大を図りながら、海外事業領域の拡大を推
進しています。

　当社の海外事業展開の一環として、DMWインド社では生産設備の
増強を進めています。同社は2014年10月にインド・ムンバイに設立さ
れた後、2017年7月にはインドのプネに工場を新設し、現地生産体制
の強化を図ってきました。インド政府が推進する「Make in India」政策
に対応するため、プネ工場では拡張工事を実施し、受電容量の増強を
含むインフラ整備を進めてきました。その結果、大型多段高圧ポンプの
製造から試運転までを一貫して行える体制を構築し、バリューチェーン
の効率化による生産性向上を実現しています。現地生産によるコスト

競争力を活かし、インド国内だけでなく中東やアフリカなどの新興市場
への展開も視野に入れた取組を進めています。

DMWインド社で初受注した大型多段高圧ポンプ

基本的な考え方

アクションテーマ一覧
▶エネルギー回収装置の展開
▶クリーンテック関連事業の検討

電業社グループは、「物作りの技術を中心とした企業活動」を行い、将来とも発展することを目指すという経営理念に基づき、グローバル展
開を推進するための組織改革を行うとともに、グローバル展開の基盤となる戦略的製品の強化や脱炭素社会に向けた省エネルギー設備
の開発を展開していきます。

関連するSDGs
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人的資本の
充実

MATERIALITY 4

電業社は、人材を企業価値創造の基盤と
位置づけ、事業戦略と連動した人材戦略
を推進しています。2025年度は採用力の
強化、教育体系の再構築、働きやすい職
場環境整備を進め、多様な人材が活躍で
きる基盤の強化に取り組みました。今後
も人的資本への投資を通じ、持続的な成
長を実現していきます。

基本的な考え方

関連するSDGsアクションテーマ一覧
▶ダイバーシティ経営の推進
▶健康経営の推進

人材戦略の全体像

①人材採用の取組
● 理系研究室との信頼構築によるインターンシップ強化
● Uターン・Iターンの促進
● キャリア採用の促進
● インドの理工系大学との連携による新卒採用
● 地元高校との継続的な関係構築による採用強化
● 当社で働く従業員のリアルな姿を伝える採用動画の制作

ダイバーシティ経営の推進　　● 職場環境創造・女性活躍プロジェクト　● 育児介護両立支援　● 短時間勤務制度

②人材育成の取組
● 研修制度（階層別・選抜者・部門横断型・職種別に応じた教
育・英会話）の拡充

● 新技術・業務に対応したリスキリング教育
● 資格取得支援制度（資格取得費用全額補助）の充実
● 資格取得報奨金の支給
● 英会話教育

電業社グループが取り組むべきマテリアリティの一つとして「人的資本の充実」を掲げています。「人材は事業推進の根幹である」という考
えのもと、公平な処遇、多様性の確保、安全・健康で働きやすい環境の整備、人材育成の充実を基本方針としています。人的資本への継続
的な投資により、従業員の成長と企業価値の向上を両立させていきます。

電業社は「採用」「育成」「活用」「環境整備」の4つを柱として、人材戦略を体系的に推進しています。
2025年度は、計画的な採用活動の強化、教育体系の再構築、人事制度の見直し、健康経営の推進などを実施し、

人的資本の質的向上と組織基盤の強化を進めました。

健康経営の推進　　● 健康経営戦略マップの策定　　● 健康教育（月1回）

③人材活用の取組
● エンゲージメントサーベイの実施
● タレントマネジメント活用に向けた人材情報の蓄積
● セルフキャリアドック制度

④環境整備の取組
● 1時間単位の有給休暇取得制度
● 在宅勤務制度
● 評価制度見直し
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https://www.biz-partnership.jp/declaration/56066-05-17-shizuoka.pdf
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主要非財務データ（5か年）

環境データ �
項目 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

エネルギー
総消費量（GJ） 44,225 41,313 37,673 39,396 39,985

電力使用量（kWh） 4,318,632 4,181,395 3,682,534 3,776,105 4,006,952

再生可能エネルギー
発電量（kWh）※1 - 416 62,380 58,231 77,128

再生可能エネルギー
使用量（kWh）※2 50,867 224,413 307,340 242,410 264,363

再生可能エネルギー
使用割合（%） 1.1 5.4 8.3 6.4 6.6

Scope1 GHG排出量
（t-CO2e） 163 139 147 163 150

Scope2 GHG排出量
（t-CO2e） 1,942 1,806 1,620 1,614 1,614

水使用量（万㎥） 11.9 12.1 6.7 5.9 5.6

廃棄物総排出量（t） 294 247 235 579 251

埋立等（t） 43 26 29 370 49

PRTR法対象化学物質
排出　排出・移動量（t） 15.9 16.3 12.8 13.4 14.4

社会データ �
項目 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

従業員数※3（人） 635 641 640 680 699

男女の
平均賃金の差異（%） - 64 68.5 67 68.2

離職率（％） - 2.5 4.5 3.2 3.8

平均勤続年数（年） 17.6 17 16.8 16.1 16.1

年次有給休暇
取得率（%） 64.1 62.7 72.9 70.1 75.4

定期健康診断
受診率（%） 100 100 100 100 100

ストレスチェック
受検率（%） 99.8 99.8 99.8 100 100

人的資本投資額（円） - 48,125 73,985 100,968 99,622

採用者女性比率（％） - 7.5 12.1 11.3 8.6

係長級に占める
女性比率（％） - 10.1 11.4 11.2 10.7

外国人社員数
（連結）（人） - 40 44 51 60

労働災害度数率 2.4 0 0 2.7 0

労働災害強度率 0.1 0 0 0.1 0

ガバナンスデータ �
項目 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

取締役数（人）

男性 10 10 9 9 8

女性 0 0 0 0 1

社内
取締役数（人）

男性 5 6 5 5 5

女性 0 0 0 0 0

独立社外
取締役数（人）

男性 4 4 4 4 3

女性 0 0 0 0 1

女性取締役比率（%） 0 0 0 0 11.1

取締役会
開催回数（回） 19 19 22 21 18

取締役会出席率（%） - 99 98 99 100

取締役監査等
委員数（人）

男性 3 3 3 3 2

女性 0 0 0 0 1

コンプライアンス
研修受講率(%) - 90 100 98.1 100

取引先に対する
サステナビリティ調達
方針賛同率(%)※4

- -
100

（2023年度
目標：主要

取引先80％）

58.1
（主要取引
先の賛同率
は100%）

88.2
（全取引先）

※1 自社における再生可能エネルギー発電量
※2 再生可能エネルギー由来の電力（※1・契約・購入等も含む）
※3 連結臨時雇用者含む　　※4 2023年度から実施
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主要非財務データ（5か年）



電業社ネットワーク

関東支店

東北支店

横浜営業所

三島事業所
国内子会社
●電業社工事株式会社（静岡県三島市）
●株式会社エコアドバンス（静岡県三島市）

徳島事務所

四国支店

九州支店

沖縄営業所

山口事務所

中国支店

新潟事務所

北海道支店

熊本事務所

本社（東京都大田区）

静岡支店

名古屋支店
三重営業所

大阪支店

株式会社電業社機械製作所
〒143‐8558　東京都大田区大森北1丁目5番1号
TEL 03‐3298‐5115  https://www.dmw.co.jp/contact/ 

中国拠点（大連）

インド拠点（プネ）
●海外子会社
●DMWインド社

中東拠点（ドバイ）

東南アジア拠点（タイ）

風水力機械の製造、販売

配電盤・電気計装制御装置及び電気通信制御装置の製造、販売
廃水処理装置及び廃棄物処理装置の製造、販売

1
2
3
海水淡水化用エネルギー回収装置の製造、販売4
前各号に関連する各設備の計画、設計、監理並びに据付工事5
しゅんせつ工事に関連する機器の製造、販売並びにしゅんせつ工事6

事業内容1910年（明治43年）9月創業

1955年（昭和30年）3月設立

8億1千万円資本金

東京都大田区
大森北1丁目5番1号

本社

699名（連結）
※2026年3月31日現在（就業人員数を記載しております） 従業員数

国内支店：9
営業所：3
事務所：4

事業所：1
海外拠点：3

拠点

国内：2社　海外：1社 グループ会社

会社概要




